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かながわグランドデザイン調査特別委員会における各会派の意見発表 

  

第１回 柱Ⅰ 健康長寿 

 

[自民党] 

 自由民主党神奈川県議会議員団を代表いたしまして、令和元年６月28日に当委員会で

質疑をいたしました調査項目、健康長寿についての意見、要望を申し上げます。 

 はじめに、オーラルフレイル対策についてです。 

高齢者に向けたオーラルフレイル対策については、県保健福祉事務所の所管域だけで

はなく、政令市、中核市と共に連携をしながら、全県的に進めるべきと考えます。こう

した取組について、目標を持って成果が見えるようにする必要がありますので、具体的

な計画を立て、早期に支援していただくことを要望いたします。 

 次に、健康に無関心な方々への未病改善の普及啓発についてです。 

健康に無関心な方々に向けて未病改善を普及啓発していくには、市町村をはじめ、よ

り県民と近い方々と連携していくことが必要であると考えます。 

 また、これまで地域のお祭りやイベントに参加し、ブースなど出して普及啓発に努め

ているとのことですが、単に業者に委託するだけではなく、職員の方々が地域に出向い

て、自ら汗をかいていくことも重要であるというふうに質疑をさせていただきましたが、

そのような中で、７月６日の座間市の健康イベントに、未病担当局長をはじめ、職員の

方々が自ら足を運んでいただき、市民と触れ合って、この取組を行ったということで、

大変私としてもこれは引き続き県内でもしっかりとやっていただくことがあると考えま

すので、引き続き取り組んでいただくことを要望させていただきます。 

 次に、未病改善を支える社会環境づくりについてです。 

未病改善を支える社会環境づくりについては、県民の皆様の社会参加を促進すること

により、笑いあふれるコミュニティの実現を図り、未病改善を図るとしておりますが、

こうしたコミュニティにおける取組については、県が直接地域に出て行うよりも、市町

村としっかりと連携して、市町村が行うことを県が後押しする方が、より効果的である

と考えます。 

 また、こうした笑いあふれるコミュニティは、県営住宅の中でつくり上げていくこと

が市町村などの理解を得やすく、有効であると考えますが、県営住宅の集会所の中はエ

アコンもなく、住民の方々が集まる場所としての環境が整っていない場所がたくさんあ

ります。県営住宅における集会所などの設備は、住民の自治の中で設置するものとのこ

とですが、コミュニティづくりを進めていく上でのこうした取り扱いを見直し、最低限

のアメニティの整備をしていただくことを要望いたします。 

 次に、在宅医療の推進についてです。 
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在宅医療を進めていくに当たっては、市町村あるいは郡市医師会を含めた在宅医療推

進協議会などを有効に活用し、しっかりと連携しながら進めていただくことを要望いた

します。 

 次に、かながわグランドデザインの推進に係る市町村との連携についてです。 

県が、事業を推進するに当たっては、市町村が重要な役割を担うこととなり、こうし

た市町村との連携が重要であると考えます。特に未病改善の取組については、あくまで

も市町村を主役として、県は、市町村が支援を必要としていることに対して、後押しす

ることが重要であります。グランドデザインを推進するに当たっては、この２期８年間

の課題を生かし、県庁内が一体となって、市町村とも連携をしながら、圧倒的なスピー

ド感を持ってしっかりと進めていただくことを要望いたします。 

 次に、かながわグランドデザインの県民への周知についてです。 

かながわグランドデザインは、県が今後実施していく施策を明確にし、それを県民の

皆様へお示しするためのものであり、よく多くの方々に知っていただけるよう工夫を凝

らすべきものと考えます。全体的な予算もあり、一定の制約があることは承知しており

ますが、県民の皆様により効果的に知っていただくための戦略のようなものがないよう

に思いますので、そうした点についても進めていただくことを要望いたします。 

 次に、サービス付き高齢者向け住宅及び健康団地の取組についてです。 

高齢者が安心して暮らせる住まいの確保を図るため、サービス付き高齢者向け住宅な

どの普及や、健康団地の取組は重要だと考えますが、こうしたものの普及は、県民にと

って非常に注目されている点だと思いますので、グランドデザインの役割として、取組

の進捗を県民に分かりやすく示していくことについても検討していただくことを要望い

たします。 

 また、県営団地の建て替えを進めていくに当たっては、ＰＦＩ方式を導入する話があ

りましたが、健康団地というコンセプトを踏まえると、ＰＦＩ方式で行うことにより、

健康団地にマッチした提案が出る可能性がありますので、地元企業の方々とコミュニケ

ーションをとりながら、進めていくことを要望いたします。 

 次に、介護職員の負担軽減に資する介護ロボットの導入やＩＣＴ化の推進についてで

す。 

介護職員の負担を軽減するために、介護ロボットの導入やＩＣＴ化の推進は有効であ

り、介護施設等への介護ロボットの導入を進めるために、県として、現在行っている公

開事業所の設置やロボット体験キャラバン、実際に導入するに当たっての補助制度につ

いて評価したいと考えます。 

しかしながら、介護ロボットは、今後更に普及していく必要があると考えますので、

介護の現場の意見を確実に吸い上げ、それをロボット産業特区の開発者に伝えることに

より、介護する方々にとっても本当に必要なロボットを開発し、それをなるべく県内の
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多くの施設の方に使っていただくよう、部局間でもしっかりと連携し、着実に取り組ん

でいただくことを要望いたします。 

 次に、ともに生きる社会かながわ憲章の普及啓発についてです。 

障害児者に対する理解促進のため、ともに生きる社会かながわ憲章の普及啓発は大変

重要ですが、現在、憲章を知っている人の割合は17％という残念としか言いようがない

数字になっております。認知度を高めるため、県が様々な取組を行っていることは、評

価するところでありますが、若い世代、特に小中高等学校において、日頃から繰り返し

取り組むことが重要と考えますので、憲章について、子供たちに分かりやすくしたもの

をつくる等、教育現場で積極的に活用していただくことを要望いたします。 

また、こうした取組は、共生社会推進課や教育委員会といった一部の所管で取り組む

ものではなく、皆で意識を共有し、全庁挙げて取り組まれるよう要望いたします。 

 最後に、津久井やまゆり園芹が谷園舎の再整備についてです。津久井やまゆり園芹が

谷園舎については、地域の方々と入所されている方々が交流を深め、開かれた園となる

よう、横浜市としっかりと連携しながら、整備を進めていただくことを要望いたします。 

 以上、令和元年６月28日、当委員会で質疑いたしました調査項目、健康長寿について

の意見、要望を申し上げます。 

 

[立憲民主党・民権クラブ]  

 立憲民主党・民権クラブを代表して意見発表を申し上げます。 

 まず、全体に関してです。 

かながわグランドデザインは、プロジェクトごとに指標とＫＰＩ、そして主要施策が

振られております。ＫＰＩとは、県の施策の成果を測るためにあり、その成果がどのよ

うな効果を上げたのか測るのが指標であります。 

また、限られた予算の中で成果を上げるために、どのようなコストがかかるのか把握

するのが主要施策であります。言うまでもなく、各プロジェクトの達成を測るためのＫ

ＰＩ、そしてそのＫＰＩを生み出すための施策を設定することで、どの施策が、どの指

標を達成するのに貢献するのか判断するためであります。 

つまり施策というコストによって、ＫＰＩ、成果を達成し、その成果で指標という効

果の因果律を明確にすることで、最低限のコストで最高の効果の出し方を検討するため

にプロジェクトがあります。 

 そこで重要になるのが、手段と目的の因果律がしっかりと明確になり、プロジェクト

ごとに通底している必要があります。この因果律が通底しないと、そもそも検討する論

理的土台がないことになってしまいます。ＫＰＩの数値が上がったのに、指標が上がら

ない。あるいは指標が上がっているのにＫＰＩに変化がない。こういう事態があるとす

れば、何もＫＰＩという行政評価など行わず、単純に事務事業評価をやればいいという
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話になってしまいます。ＫＰＩは重要行政評価指標ですから、ＫＰＩに選ばれた事務事

業には、多くの予算がつくことになります。ですので、ＫＰＩの数値が上がることによ

って、指標の数値が上がればいいのですが、そうでなければ、すなわち指標の数値目標

の達成に貢献しないようなＫＰＩということになります。そのようなＫＰＩを設定する

ことは、有効な予算編成になりませんので、しっかりとその点に着目していただきたい

と思います。 

 それでは次に、プロジェクト１未病について意見発表いたします。 

地域、保険者間の未病に関する格差の解消についてのＫＰＩをしっかりと設定してい

ただきたいと思います。 

 次に、県立保健福祉大学などにおける公開講座・市民大学受講者数のＫＰＩを指標達

成にインパクトのある数字に設定することを意見申し上げます。 

 次に、指標にある特定健康診査の受診率と、特定保健指導の実施率の数値目標達成の

ためのＫＰＩを充実させていただきたいと思います。 

 次に、プロジェクト２医療についてです。 

2022年度までの、県内の９圏域全てを充実した状態にするという目標に向けて、より

精緻なＫＰＩを設定することを意見申し上げます。 

 次にプロジェクト３高齢者についてです。 

在宅看取り率に関して全てのプロジェクトに言えることですが、ＫＰＩの数値が動く

ことで、それがどのように指標に反映されるか、実証的に動くのか、しっかりとその点

を把握し、ＫＰＩを設定していただきたいと思っております。もう一つの指標として、

長い人生を充実させるため、コミュニティなど、地域社会とのかかわりを大切にする割

合がありますが、このＫＰＩの設定に関しても科学的根拠を持って、ＫＰＩの設定をお

願いいたします。 

 続きまして、プロジェクト４障がい児・者についてです。障害児、障害者に対する理

解促進ということであれば、ＫＰＩとして障害者の文化芸術などに関する具体的なＫＰ

Ｉを設定することを意見申し上げます。 

 相談支援専門員について、障害サービス等利用計画等作成率の増加については、指標

よりはＫＰＩにふさわしいと思います。県の掲げる誰もがその人らしく暮らせる地域実

現に向けて、これを達成するための正確な指標を設定することを意見申し上げます。 

 

[公明党] 

 公明党として、意見発表を行います。 

１点のみ、ヘルスイノベーションスクールについて申し上げます。 

同スクールは、本年４月に県立保健福祉大学の大学院研究科として新たに開設されま

した。同スクールの運営には、大きな金額が投じられることから、費用対効果をしっか
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りと検証する必要があります。 

また、長期的な視点で考えれば、教育を通じて人材を輩出することはもちろん重要で

すが、短期的な視点で見れば、県政にとってのシンクタンク機能を発揮していくことも

同様に重要です。 

今後、シンクタンクの活動を通じ、ヘルスイノベーションスクールの活動が県民の方々

に具体的なメリットがもたらされるよう、そしてまた、それがしっかりと見える化され

るよう、県も大学と連携して取組を進めていくことを要望して、意見発表を終わります。 

 

[かながわ県民・民主フォーラム] 

 本特別委員会で議論となるグランドデザイン実施計画は、県政運営の指針となる重要

な計画となります。先に行われた４月の改選とともに、黒岩県政の３期目の指針となる

グランドデザイン実施計画を議論の俎上に載せたことは、評価したいと思います。 

 また、このグランドデザイン第３期実施計画は、かながわグランドデザイン基本構想

の目標年次となる2025年の折り返しのタイミングとなる計画でもあります。本会議、代

表質問でも指摘をいたしましたが、この長期的な総合計画を2025年のあるべき神奈川の

姿に対して、今、何をやるのかというバックキャスティングの考え方に基づいて、最終

目標年次に向けて、施策を点検するとともに策定する大切なタイミングであると認識を

しています。 

 前回の特別委員会では、健康長寿について議論を深めてまいりました。それぞれの施

策については、住民ニーズに基づく不断な見直しをしていかなければならないことと、

しっかりと進捗管理をすることの重要性を指摘してまいりました。最新かつ客観的な数

値に基づき、施策の検証並びに進捗管理をし、最小の経費で、最大の行政サービスを生

み出す、より一層筋肉質な県政運営に努めるように求めて意見といたします。 

 

[県政会] 

 かながわグランドデザイン第３期実施計画の柱Ⅰ健康長寿について、県政会神奈川県

議会議員団からは、障害者の高齢化に伴う支援について要望いたします。 

本県は、障害のある人もない人も、全ての県民が等しく暮らせるよう、ともに生きる

社会かながわ憲章を策定し、普及を図っております。障害者の地域生活移行も進み、障

害者の外出も当たり前の光景となってきました。それゆえに、障害者の高齢化という問

題も顕在化してきていると感じます。 

また、障害がある人も最後までその人らしく地域で生活ができるよう、コミュニティ

再生・活性化を進めていく本県としては、地域コミュニティを形成していく上で、障害

者も含めて考えていかなければならないと思います。 

 プロジェクト４のくだりにもあるように、健常者だけではなく、障害者が高齢になっ



－6－ 

ても、その人らしく暮らせる地域社会の実現に向けて、しっかりと取り組んでいただく

ことを要望いたします。 

 

[共産党] 

 日本共産党として、前回の委員会にかかわっての意見を述べさせていただきます。 

まず、第一に津久井やまゆり園の再建について質問を取り上げたのですが、この中に

も繰り返し求めているように千木良と芹が谷のいずれを選択するか、この辺について両

者の意向をあくまでも尊重できるように、幅を持たせたつくり方を、ぎりぎりまで追求

していただくよう求めたいと思います。 

 その上で、結果的に生じた空きスペースにつきましては、地域移行などの支援に向け

た有効な転用を図っていただくよう、これも繰り返しですがお願いしたいと思います。 

 二つ目に、ともに生きる社会かながわ憲章の理念に基づく社会をつくっていくという

点で、第一には、もう啓発などにとどまることなく、具体的な施策の推進が望まれると

いうことを強調したいと思います。 

その上で、先ほど、先行会派の言葉にもありましたが、この共生社会をつくる上では、

福祉部門で完結するものにとどまらず、全ての分野、施策において、その理念に基づい

た具体的な展開が求められているという、これを強調したいと思います。 

例えば、交通安全のエスコートゾーン、音響装置付信号の促進を進める、このように

障害のある方の生活保障や就労保障などに結び付く、具体的に差別を許さない社会にす

るためのまちづくりという点で、引き続き、強化していただきたいというふうに思って

います。 

 この点では、全庁的な取組とするために、幹部配置が行われているという答弁もあり

ましたので、そういった面も前進面というふうに思っていますが、引き続き、具体的に

県の、行政の全ての分野で、ともに生きる社会というのを具体的に保障していく、そう

いった政策を普及していただくことをお願いして、意見の発表を終わりたいと思います。 
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第２回 柱Ⅱ 経済のエンジン 

 

[自民党] 

 自由民主党神奈川県議員団を代表して、当委員会で質疑いたしました経済のエンジン

に関する調査項目について意見、要望を申し上げます。 

 はじめに、プロジェクト５のエネルギーについてです。 

 再生可能エネルギーの導入促進は、本県だけでなく、我が国全体の重要な課題でもあ

ります。電力消費量の削減や分散型電源への転換は、県民、県内企業への経済効果だけ

でなく、災害時の電力供給にも大きな効果が期待されます。黒岩知事３期目のこの４年

間において、県は、県民生活や県内企業にとってのサポート役として、より有意義で効

果のある再生可能エネルギー施策に取り組んでいただくことを要望いたします。 

 安定した分散型エネルギー源の導入促進については、太陽光発電と同様に、水素エネ

ルギーも本県において普及は、思うように進んでいないと感じます。安定した分散型エ

ネルギー源の導入促進、定着には、時間がかかると思いますが、省エネ、地球環境への

配慮などの観点からも、将来に向けて必ず推進していかなければならない重要な課題で

あると考えます。燃料電池自動車等を使用できるカーシェアや、レンタカー事業を導入

する東京都の取組なども参考に、民間とも連携しながら、じっくりと腰を据えて、水素

社会の実現等を目指していただくことを要望いたします。 

 次に、プロジェクト６の産業振興についてです。 

 県内企業の活性化については、県が行っているベトナムとの経済交流によって、県内

中小企業のベトナム進出、また、ベトナム企業の県内誘致は、成果が出ていると考えま

す。 

しかし、県内中小企業の海外展開のニーズは高いものの、海外展開へのノウハウや人

材が不足しているなど、様々な課題はありますので、今後も、県内中小企業が望む情報

を的確に把握し、県内中小企業の進出を支援することを要望します。 

また、県内市町村と連携しながら、県内の細かな情報提供を行い、ベトナム企業の本

県への誘致へ取り組むことを要望いたします。 

 成長産業の創出・育成については、創出拡大を図るため、県が殿町のライフイノベー

ションセンターを拠点として、高い成長が期待される再生・細胞医療の実用化、産業化

に向けて取り組んでいることは、承知いたしました。 

しかし、再生・細胞医療の取組が分かりづらいことから、県民の目に見える具体的な

プロジェクトを更に推進するとともに、今後も一般公開などの機会を増やし、県民がラ

イフイノベーションセンターに関心を持つよう取り組んでいくことを要望します。 

 次に、プロジェクト７の観光についてです。 

 1,000通りの周遊型体験ツアーについては、1,054本のツアーを達成しましたが、ファ
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ミリー層も含め幅広い世代を対象としたツアーを企画することや、体験型ツアーにおい

ては、リピーター客を増やす取組も必要です。沖縄の観光協会の話では、観光など周遊

型のリピーター獲得は難しいものの、沖縄ならではのスキューバの体験ツアーのリピー

ターは、獲得できているとのことですので、本県としても宿泊や体験型にも力を入れて

いただくことを要望します。そして、ツアーについては、見直しできるところは見直し

をし、是非中身の濃いツアーとしていくことを要望します。 

 また、1,000通りのツアーを企画するに当たり、生活道路の大渋滞、文化や言語の相違

により、地域の方々とトラブルにならないよう、オーバーツーリズム対策についてもし

っかり取り組んでいただくことを要望します。 

 新たな名産100選については、ラグビーワールドカップ2019、東京2020オリンピック・

パラリンピック大会で、国内外から観戦客が本県を訪れる絶好の機会を逃すことなく、

アンテナショップなど様々な場所や機会を活用し、県民や観光客に広くＰＲすることで、

東京2020大会後も、名産を通じて地域への誘客につながるよう、引き続き取り組むこと

を要望します。 

 次に、プロジェクト８の農林水産についてです。 

 持続可能な経営基盤の確立を進めるためには、新たな担い手の確保、育成が必要です。

例えば農業に関しては、新規就業者数を増やすために、市町村と連携しながら、農地を

集約し生産性を高めることで、持続可能な農業が促進されると考えます。農業を含めた

農林水産業が若い世代に魅力ある職業となるようＩＣＴやロボット技術を活用し、関係

団体と連携をして、生産性を高める取組を進めることを要望いたします。 

 以上で、本日の委員会で質疑いたしました経済のエンジンに関する調査項目について、

意見、要望といたします。 

 

[立憲民主党・民権クラブ]  

 経済のエンジン、プロジェクト５から８まで、意見発表をさせていただきます。 

 まず、プロジェクト５のエネルギーについてです。 

 二つの指標のうち、県内の年間電力消費量の削減については、社会情勢により左右さ

れる懸念はありますが、引き続き目標達成に向けて取組を進めること。 

 もう一つの指標の県内の年間電力消費量に対する分散型電源による発電量の割合につ

いては、様々な施策に取り組んでいるものの、現状では、目標達成は難しい状況と言わ

ざるを得ません。目標の達成に向けて、一層の取組を進める必要がありますが、厳しい

県の財政の中、県予算だけで達成することは、現実的でないため、費用対効果を見極め、

より有効な施策展開を図っていくこと。今回の議論を通し、民間の力を活用することも

重要であることが理解できました。連携相手を設定し、具体的な事業を前に進めること。 

 次に、プロジェクト６産業振興についてです。 
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 より実効性のある施策を行うために、開業率と廃業率に関する細かな現状分析を行う

こと。また、その分析に基づいたＫＰＩを設定すること。 

 企業経営の未病が改善した割合を増やす指標に関しては、改善した企業の割合を高め

るＫＰＩを設定すること。 

また、限られた予算の中で、あれもこれも全て行うことはできないので、効率的な支

援策を策定するには、現状分析は必須です。廃業率の分析も参考になると思うので活用

すること。特に、産業変化のスピードが上がっている現在、産業ごとのきめ細かな支援

が必要になります。効果がある施策、事業を設定するためにＫＰＩの有効な活用を行う

こと。 

 次に、プロジェクト７観光についてです。 

 全国の日本人旅行客が横ばいの中で、神奈川県が増えるということは、他の都道府県

にない本県独自の施策があって、はじめて可能になります。そこを意識した政策展開を

行うこと。 

 本県の特徴は、圏域ごとに観光客の動態が大きく異なっています。ＫＰＩ設定におい

ては、それぞれ細かく、こういったことを反映させること。神奈川県観光客消費動向等

調査を施策にしっかりと反映させること。 

 次に、プロジェクト８農林水産についてです。 

 地産地消で経済活性化となっていることが理解できる指標を設定すること。施策、事

務事業の実施に関する経済波及効果の分析を行い、事務事業効果の分析を行うこと。 

 地元でとれた新鮮な野菜や魚を食べられることという設問は、それによって県のどの

施策がうまくいっているか判断するのに若干不適正なところがあると思いますので、質

問自体も再度検討すること。 

 以上で意見発表を終わらせていただきます。 

 

[公明党]  

 公明党として意見発表を行います。 

 １点だけ、成長期ベンチャー交流拠点事業について申し上げます。 

 県では、みなとみらいにあるコミュニティ型のワークスペースＷｅＷｏｒｋを活用し、

研究開発を行う県内企業を集めてベンチャーとマッチングさせるなど、オープンイノベ

ーションの取組を進めるとのことであります。私自身もＷｅＷｏｒｋを拝見させていた

だきましたが、オープンで自由な雰囲気に魅了されました。 

 県では、11月に設置数を拡大して、本格的に事業をスタートさせる予定ですが、ＫＰ

Ｉに設定されたベンチャー企業に対する事業化支援の件数のうち、ＷｅＷｏｒｋで今年

度２件を目指すとのことですので、是非達成をしていただきたいと考えます。 

 更に、来年度以降も件数を拡大するとともに、マッチングの成果を効果的に発信し、
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県民の皆さんに見える化を図るよう要望して、意見発表を終わります。 

 

[かながわ県民・民主フォーラム] 

 かながわ県民・民主フォーラム県議団を代表して、本特別委員会で議題となったかな

がわグランドデザイン第３期実施計画の柱Ⅱ経済のエンジンについて、意見を申し上げ

ます。 

 はじめに、プロジェクト５エネルギー、かながわスマートエネルギー計画の推進であ

ります。 

 本県は、黒岩知事就任当初から、太陽光発電を中心とした再生可能エネルギーの導入

拡大に取り組んできました。かながわスマートエネルギー計画は、2030年までに創エネ、

省エネ、畜エネを進め、県内の年間電力消費量に対する分散型発電量を45％までに高め

るという先進的な計画であると評価をしています。地球温暖化対策の観点やエネルギー

自給率の向上、海外に依存している化石燃料調達の削減などなど、我が国のエネルギー

政策において再生可能エネルギーの導入は、今後もますます重要となるはずです。 

しかしながら、再生可能エネルギーの普及を牽引してきた固定価格買取制度による買

取価格が年々安くなってきたことなどにより、導入マインドも低下しており、再生可能

エネルギーの導入は、思ったように進んでいないことは、憂うべき事態であります。 

 スマートエネルギー計画にある目標を達成するためには、施策、事業に一層の工夫が

求められております。今回指摘をした2019年問題により、これ以上導入マインドが低下

しないよう、県民が必要と思われる情報を適宜適切に提供するなど、県としてしっかり

と取り組んでいくべき、再生可能エネルギーの更なる普及拡大を図っていくように求め

ます。 

 次に、プロジェクト７観光についてであります。 

 観光産業は裾野が広く、神奈川の経済において重要な役割を担うことが期待されてお

り、様々な施策を展開しているところであります。その中でも、今回実施することとな

った相模湾での海上タクシーの実証実験については、大いに期待するところであります。

相模湾沿岸の道路は、夏のハイシーズンには、日常的に激しい渋滞が発生しており、新

たな移動手段と交通インフラの整備が常に求められております。 

 そのような中、クルーズ気分を味わいながら、快適に移動ができる海上タクシーへの

ニーズは、確実にあると考えています。観光資源の発掘や磨き上げ、受入環境の整備に

もつながる有意義なものと捉えております。今回の実証実験を通じて、クルーズやマリ

ンレジャーになじみのなかった方々にも相模湾の魅力を体感してもらうとともに、事業

者と連携して、明らかになった課題の検証をしっかりと行い、事業化につなげていくよ

う要望し、意見表明とします。 
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[県政会] 

 かながわグランドデザイン第３期実施計画の柱Ⅱ経済のエンジンについて、県政会神

奈川県議会議員団からは、外国人観光客の誘致に向けた取組について意見を申し上げま

す。 

 これまで観光資源の発掘・磨き上げを行い、目前に迫ってまいりましたラグビーワー

ルドカップ2019や、来年の東京2020大会を迎えることとなります。これを契機として、

2021年以降も外国人観光客に本県を訪れていただき、観光消費額の拡大につなげていく

ためには、ナイトタイムエコノミーに取り組んでいくことが非常に重要になると考えま

す。現在、ナイトタイムのコンテンツを集めたガイドブックの作成を行っていることに

ついては、大いに期待をしております。 

また、本県には、国際会議開催実績１位のパシフィコ横浜があり、来年春には、パシ

フィコ横浜ノースも開業し、更なるＭＩＣＥ客が見込まれます。手形の有効活用や浮世

絵カフェ、マグカルナイトの発信など、横浜市とも連携をしながら、ＭＩＣＥ客がリピ

ーターとなるよう取り組んでいただきたいと要望いたします。 

 一方で、2019年６月、東京都と公益財団法人東京観光財団は、ナイトライフ観光振興

助成金の募集を開始しました。 

また、大阪府では、2017年度から大阪府ナイトカルチャー発掘・創出事業補助金を創

設し、更に、今年度は、大阪のナイトカルチャーの充実を加速させるため、これまで以

上の規模があり、よりクオリティーの高い魅力あるコンテンツづくりを支援するため、

補助上限額を1,500万円までとして公募しております。 

 訪日外国人旅行者が日本国内で訪れる都道府県１位、２位の東京都と大阪府がナイト

タイムエコノミーに力を入れ始めている中、本県としても公募型で補助金をつけるなど、

新たな観光資源の創設にも力を入れていただきたいと要望いたします。 

 

[共産党] 

 日本共産党として要望、意見など申し上げます。 

 まず、ＫＩＳＴＥＣに関して幾つか伺いましたが、今のところの推移は、比較的順調

なのかなというふうに思いますが、私がある関係者から伺ったところでは、大学とか企

業の研究開発にかかわる分野に比べて、先ほどの技術支援、計測ですとか受託研究とい

う辺りは、地味な分野というふうに捉えられていて、比較的そちらを敬遠すると言うと

少し言葉がきついのですが、そういう傾向も見られるということなのです。ですので、

中小企業の技術支援という大事な役割を損ねないよう、引き続き、技術支援については、

役割に使用していただきたいというふうに思っています。 

 また、二つの組織が統合して、より研究開発、また、実用開発についても、プラス面

が生まれたと言えるように、今後も引き続き注目させていただきたいなというふうに 
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思っています。 

 次に、企業経営の健全な状態ということですが、ＣＨＥＣＫシートを用いる未病改善

というのは、私は、このネーミングを見たときに、とても違和感を覚えたのです。ここ

まで使うかというふうに思ったのですが、こういうふうなネーミングというのは、必死

にやっている経営者にとって、不快ではないのかなと心配したぐらいです。 

 ＣＨＥＣＫシートも見てみたのですが、そこにもいろいろな作業を経た後に、結局は、

書かれていることが未病の状態のどこにいても、少しでも健全経営にもっていこうとす

る取組を進めることが企業経営の未病改善ですよと書いているのですが、それを言うな

らば、そんな、わざわざ、あのグラデーションの上に乗せることなく、この点が問題で

すよと、で、この点については、こういう施策がありますよとか、こういう改善が望め

ますよという具体的なアドバイスをすればいいだけであって、忙しい企業にこのような

手間をかけさせないでほしいというふうには思いました。ですから、何にでも未病をつ

けなければいけないという状態をもう脱してほしいなというふうに、私は、しみじみ  

思っています。 

 中小企業支援とか、それから経営診断にかかわっても、もっとシンプルに、より具体

的に、そして解決策も示しながらという、そういうスタンスでやっていただきたいなと

いうふうに思いました。トータルで、中小企業支援というのを、引き続き重視していた

だきたいなというふうに思いました。 
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第３回 柱Ⅲ 安全・安心 

 

[自民党]  

 自由民主党神奈川県議団を代表いたしまして、当委員会で質疑いたしました安全・安

心に関する調査項目について意見、要望を申し上げます。 

 はじめにプロジェクト９の減災についてです。 

 災害対応力の強化についてですが、先日の台風15号により、県内でも倒木、土砂災害、

高潮被害や大規模停電など、大きな被害が発生しました。特に停電対応については、ラ

イフライン事業者との情報共有不足などの課題も浮き彫りとなりました。いつ発生する

か分からない災害に対して想定外が起こらないよう、今回浮き彫りとなった課題をしっ

かりと検証し、今後の災害対応力の強化に生かしていくことを要望します。 

 次に、プロジェクト10の治安についてです。 

 まず、県警察における児童虐待事案の未然防止については、県警察や児童相談所のみ

ならず、社会全体で取り組まなければならない問題であります。事案の未然防止、発生

時の迅速、的確な対応はもとより、虐待を受けた子供の自立支援に至るまで、切れ目の

ない総合的な対策が必要です。初期段階で対応することの多い県警察と児童相談所との

連携は、最悪の事態を未然に防止するためには、今後ますます重要になると考えますの

で、引き続き児童相談所をはじめとする関係機関と連携を密にし、児童虐待事案への的

確な対応を図るよう要望します。 

 外国人犯罪の対策については、外国人の増加と犯罪の増加がイコールではなく、外国

人の実態を把握して、的確に対策をとることが重要であると理解しました。外国人を取

り巻く社会情勢が目まぐるしく変化する中、今後とも県民の信頼と期待に応えるべく、

外国人犯罪に対する取り締まり及び諸対策を行い、安全で安心して暮らせる地域社会の

実現に向け、より一層取り組むことを強く要望します。 

 大規模スポーツイベントにおける警備諸対策については、国際的な大規模イベントで

あるラグビーワールドカップ、オリンピック・パラリンピック競技大会の成功と安全・

安心の確保には、多くの県民が高い関心を示しています。まずは、現在行われているラ

グビーワールドカップの警備を完遂し、オリンピック・パラリンピック競技大会に向け、

今後も自治体をはじめ民間事業者や関係機関と緊密に連携し、更には、県民の協力を得

て、テロ対策をはじめとする諸対策を一層推進し、イベントの成功と安全・安心の確保

に万全を期すことを要望します。 

 高齢運転者の交通事故防止対策については、高齢者人口が一層増加することを考える

と、高齢運転者による事故の増加が懸念され、高齢運転者の事故防止対策の強化が喫緊

の課題であると考えます。今後も関係機関・団体と協力してこれまでの取組を継続し、

高齢運転者による悲惨な事故を１件でも減らすため、各種対策を推進することを要望し
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ます。 

 次に、プロジェクト11の安心についてです。 

 自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例の普及については、自転車は、誰もが

気軽に利用できる乗り物で、健康面や環境面、観光振興や地域の活性化への活用が期待

されています。 

一方で、自転車のルール、マナーが守れず大きな事故につながることも考慮しなけれ

ばなりません。条例の施行により、自転車損害賠償責任保険が義務化されることの周知

はもちろん大切ですが、これを契機に自転車のルール、マナーの啓発を徹底させていく

ことも重要と考えます。県は、歩行者や自転車が安全に通行し、安心して暮らせる地域

社会の実現を目指して、ルールＢＯＯＫを活用しながら条例の周知徹底とルール、マナ

ーの啓発に努めることを要望します。 

 防犯カメラの設置促進に向けた地域防犯力強化支援事業は、今年度が最終年度である

ことと承知しています。県民のニーズにより、当初の目標を上回る1,120台を設置したこ

とは評価できますが、防犯カメラの有効性は県民に浸透しており、オリンピック後も防

犯カメラの設置ニーズは、更に高まっていくと思われます。今年度で県の支援が終わっ

てしまえば、県内の防犯カメラ設置促進に歯止めがかかってしまうのではないかと危惧

することから、防犯カメラ設置に対する県民や市町村の強いニーズを踏まえ、来年度以

降の事業の継続に関して検討することを要望します。 

 特殊詐欺対策については、昨年認知件数、被害額とも過去最悪を記録し、県民の安全・

安心を大きく脅かす事態となっています。被害者の多くが高齢者であり、その財産を一

瞬にして奪い取る卑劣な犯罪から県民を守ることは、県及び県警察の最重要課題の一つ

と考えます。 

 しかし、特殊詐欺の手口は複雑化、巧妙化しており、ポスター等の啓発を中心とした

対策には、限界があると考えます。特殊詐欺の被害防止に最も有効な手段として、高齢

者が不審な電話に出ないような対策をとることが重要であると考えます。現在、迷惑電

話の防止に有効な機能付き機器は販売されていますが、こうした機器を購入する際の補

助をする自治体も県内にはありますので、県としても機器の導入に対する支援等も十分

に視野に入れ、特殊詐欺防止対策を講じることを要望いたします。 

 かながわ性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センター、かならいんについてです

が、性犯罪、性暴力の被害に対しては、早い段階から適切な支援につなげ、心身の負担

をできるだけ軽くすることが重要です。かならいん開設後２年、様々な形で周知を行っ

たことで、相談や支援につながる方が増えていることは確認できました。今後は、相談

のハードルを下げるために、ＳＮＳの活用を積極的に進め、幅広い世代の方がより相談

しやすい体制づくりについて検討することを要望します。 

 いのちの大切さを学ぶ教室については、犯罪被害という視点から中高生に対し命の大
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切さについて学ぶ機会を与える教育的効果の高い取組だと考えます。アニメーションＤ

ＶＤを作成したり、被害者や被害者の御遺族から直接生徒たちに語りかけたりと、若い

世代の心に強く残るような内容は、評価します。 

今後も学校はもちろん、県や政令市の担当部署と連携し、１校でも多くの学校でいの

ちの大切さを学ぶ教室を開催し、多感な少年期から命を大切にする心を育み、将来若者

たちが被害者にも加害者にもならない教育を推進することを要望します。 

 以上で本日の委員会で質疑いたしました安全・安心に関する調査項目について意見、

要望を申し上げます。 

 

[立憲民主党・民権クラブ]  

 立憲民主党・民権クラブより、プロジェクト９からプロジェクト11までの意見発表を

いたします。 

 まず、プロジェクト９です。 

 減災政策は、アウトプットこそが重要であります。県が減災目標として掲げる大正型

関東地震による死者数のおおむね半減、この目標を県民と共有し、行っている施策を県

民に示すこと、また、その進捗状況を管理し、減災政策を行うことが県民の求めている

ことだと考えます。県民の命がかかっているプロジェクトでありますので、いざ有事の

際、県民の命を守る取組を着実に進めることを要望いたします。 

 次に、プロジェクト10です。 

 県警察のサイバーセキュリティ対策については、関係機関や団体と連携を図りながら、

県民や企業の方々へのサイバーセキュリティ向上対策の取組を一層推進させていただき

たいと思っております。 

また、県民が安心してサイバー空間を利用するためには、サイバーセキュリティに関

する意識や関心を高めていくことが大切であります。積極的な情報発信活動、広報啓発

活動を行うことを要望いたします。 

 また、本日の質疑の中で刑法犯認知件数は減少し、検挙率も他の都道府県に比べて、

よい結果であることが確認できました。今後も努力と研さんにより、更なる数値、治安

の向上を目指すことを望みます。 

また、体感治安という考えもあることは理解できましたが、まずは、警察が達成して

いる実績を数値として県民に正確に伝えていくことが大切であります。警察だけでなく、

様々な知恵を持ち寄ることで、県民にしっかりとその成果を示していくことを要望しま

す。 

 次に、プロジェクト11です。 

 かながわグランドデザイン第３期実施計画は、今後４年間の本県の県政運営の総合

的・基本的指針となるものであります。消費者施策の中にも、今後新たな成人として社
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会を担っていく若者に対する消費者教育を重要な視点と捉えて、新たなプロジェクトに

位置付け、ＫＰＩを設定していることは評価できます。今後、改定されるかながわ消費

者施策推進指針とも整合性を図りながら、着実に施策を進めることを要望させていただ

きます。 

 また、この第３期実施計画から指標とＫＰＩの二つが新たに設けられており、それぞ

れの目標に向けた取組を進めていくことになっております。指標やＫＰＩを設定した項

目やデータ、また、その目標の水準などについては、いろいろな見方があると思います

が、計画として策定した以上、目標に向かって着実に取組を進めることが大事でありま

す。各プロジェクトは、ＫＰＩの数字を挙げることによって、指標の数値を上げること

が大切です。 

すなわちＫＰＩは、あくまでもプロジェクトの達成の手段であるともう一度確認して

いただくことを要望します。 

以上で意見発表を終了いたします。 

 

[公明党]  

 公明党として意見発表を行います。 

 １点、大規模災害時の民民連携について申し上げます。 

 県では、様々な分野で民間事業者等と災害対策について協定を数多く締結しています

が、ほとんどの協定においては、県からの要請により支援を受けることを想定していま

す。大規模災害が発生した場合、特に被災直後は、県職員も多く被災していることが想

定されるため、被災直後に必要な支援が滞る懸念があります。 

 そこで、本会議の代表質問では、協定を締結した団体同士が連携して、横のつながり

を図れる仕組みをつくるよう求めました。 

また、今日の特別委員会の質疑では、具体的な取組について伺いました。 

 県では、ライフラインの復旧や物資の供給など、発災直後に複数の協定団体が対応す

る必要がある分野から相互の連携を促進する取組を進め、来年１月には、大規模図上訓

練を行うとのことであります。まずは、この分野で成功事例をつくり、他の分野へも広

げていくなど、平時から民間団体相互が横の連携を深め、いざというときには、主体的

に活動していただけるよう、今後とも取組を進めていくことを要望して意見発表としま

す。 

 

[かながわ県民・民主フォーラム]  

 本日議題となりましたかながわグランドデザイン第３期実施計画のプロジェクト、柱

のⅢ安全・安心について意見を表明します。 

 この安全・安心、このことを構築することは、あらゆる政策や行政サービスを遂行す
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る上での土台となる重要なものであると考えております。なぜならば、あらゆる行政  

サービスを展開しても、そこに犯罪があふれていたり、ばんたび自然災害の被害を受け、

生活がままならなければ用を成さないからであります。大規模地震などの自然災害への

対策、犯罪や交通事故などの治安上の課題への対応など、あらゆる政策、資源を投入し、

県民が安全で安心して暮らせる神奈川を実現するように求めます。 

 中でも昨今大型化する台風対策は、緊急を要します。先月、本県を襲った台風15号は、

観測史上最大の暴風を記録するなどし、停電や倒木、崖崩れに高潮など、多くの被害を

もたらしました。異常が日常となりつつある昨今の気象、対策の拡充や見直しが必要で

あることは、論を待ちません。 

 今回は、養浜を主体とした海岸侵食対策の重要性と強化を求めました。相模湾沿岸に

おける養浜を主体とした侵食対策は、海岸線の防護、そして持続可能な魅力ある県土づ

くりを実現するための本県の最重要施策の一つであると考えます。予算措置を含め、今

後より一層海岸侵食対策を進めるように求めます。 

 次に、津波災害警戒区域の指定についてであります。 

 質疑をしました津波災害警戒区域の指定は、まだ本県では行われておりません。本県

を襲う最大クラスの津波から県民を守るための重要な取組であります。当局からは、小

田原ブロックをモデル指定できるように取り組むとの報告がありました。指定に際し、

様々な課題があることも報告されましたが、他のエリアの市町とも情報共有を進め、地

域の実情に応じながら、適切かつ総合的な取組が進むように求めまして、意見といたし

ます。 

 

[県政会]  

 それでは、かながわグランドデザイン第３期実施計画の柱Ⅲ安全・安心について県政

会神奈川県議会議員団からは、減災に関する取組について意見を申し上げます。 

 近年各地で地震、豪雨、台風等の災害が連続して発生し、特に平成最後の年であった

昨年は、大阪北部地震、西日本豪雨、度重なる台風や北海道胆振東部地震など、日本全

国で被害が発生、拡大しました。備えあれば憂いなしと言いますが、自然災害に対する

備えにゴールはありません。県民の大切な命を守るためには、継続して防災・減災の取

組をしっかりと進めていくことが重要であります。これまで想定していなかったような

災害が毎年のように発生しておりますが、災害は、発生するたびに新たな課題が浮き彫

りになってきます。計画を策定した後も新たな課題が発生した場合には、しっかりと検

証を行い、教訓を生かしながら、今後も減災の取組を推進していただくよう要望いたし

ます。 

 併せて、災害は、いつ何時発生するか分かりません。県民に向けては、自助、共助へ

の意識啓発をしっかり行っていただくよう要望いたしまして、意見発表といたします。 
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[共産党]  

 かながわグランドデザイン調査特別委員会に当たって、共産党から意見、要望を申し

上げます。 

最初に、交通安全施設整備にかかわってです。 

 住民要望と補修の追いかけっこではなく、補修が必要なことは、明らかなわけですか

ら、警察が主体的に行う現在の確認補修の比率を増やすことによって、より計画的に補

修を行えるシステムに是非変えていってほしいと思います。住民の命に直結する課題で

すから、神奈川県としても予算増に格段の努力をお願いしたいと思います。 

 次に、防犯カメラの維持にかかわってです。 

 防犯カメラは、一定数普及していると思いますが、普段からその維持費には、商店街

として御苦労されているというお話を伺っています。定期検査に数十万円かかるという

お話もありましたが、今回は、設置から十数年経て、入れ替えが必要な時期に差しかか

っている例も伺っています。このような更新とも言えるような状況についても、設置時

と同様の補助が必要ではないかと考えています。商店街の振興という点からも、安全な

まちづくりという点からも、是非予算措置をお願いしたいと思います。 

 最後に、消費者行政にかかわってです。 

 詐欺などの犯罪に限らず、食の安全をはじめとして、消費者を取り巻く状況は、より

複雑になっています。これらの不安に応え、実際に消費者が健やかに暮らし続けるため

には大切な行政です。消費者と直結しているからこそ、消費者の声に敏感に対応してい

く体制を整える必要があります。変化が激しい消費を巡る状況では、専門性確保も大き

な課題です。この点は、規模が様々な基礎自治体だけでは、十分ではないことも多く、

県が担う役割が大きいと思います。県西地域の消費生活センター設置も含めた十分な体

制と予算を議会で求めたいと思います。 
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第４回 柱Ⅳ ひとのチカラ 

 

[自民党]  

 自由民主党神奈川県議団を代表いたしまして、当委員会で質疑いたしましたひとのチ

カラに関する調査項目について意見、要望を申し上げます。 

 はじめに、プロジェクト12の男女共同参画についてです。 

 女性の活躍推進については、女性の活躍を阻む働き方の見直しや、性別による役割分

担意識の払拭に向けた取組が欠かせません。 

また、女性の活躍は、女性だけでは成し得ることではなく、男性の理解、協力が必要

であります。そして、女性の活躍が進むことは、女性だけではなく、男女が共に仕事と

生活を両立できる暮らしやすい社会の実現につながるものでもあります。 

 ジェンダー平等の実現は、ＳＤＧｓのゴールにも掲げているところでもありますので、

県としても、誰もが互いの人権を尊重し性別にかかわりなく、仕事や家庭、地域生活な

ど様々な活動を自らの希望や夢に沿った形で実現できるよう多様な選択が可能となる社

会、そして誰もが共に生きる社会の実現に向けた取組を引き続き推進していくことを要

望いたします。 

 次に、プロジェクト13の子ども・青少年についてです。 

 まず、児童虐待防止については、国も児童福祉法等を改正し、児童福祉司、児童心理

司の増員や弁護士、医師などの専門職の配置など、児童相談所の体制強化を示し、国を

挙げて児童虐待に本気で取り組んでいるものと認識しています。 

 本県は、虐待相談件数が年間5,000件を超え、全国的にも大変厳しい状況にあります。

国が全国に示す取組をベースにしながらも、海外の先進事例も取り入れて、グランドデ

ザインの取組として掲げている児童虐待防止に向け、児童相談所だけでなく、関係機関

にも更に専門性を持ってもらい、人員増加も含め横断的な体制づくりを着実に進め、児

童虐待防止ではなく、根絶に向けて取り組むことを要望いたします。 

 保育士確保対策については、子供が速やかに成長できる神奈川を目指して、待機児童

ゼロを早期に実現するためには、保育士の確保は、喫緊の重要課題であります。保育士

確保に向けて様々な取組の一つである保育士・保育所支援センターは、事業者への支援

など、事業内容を改善しながら実施していますが、約１万3,000人が登録する中で、就職

実績が730人との数字は、大変残念な結果であり、確実に数字を上げるためにも、事業者

や潜在保育士へのインセンティブなどの仕掛けも必要であると考えます。 

 かながわグランドデザインで掲げるＫＰＩ以上の数字が達成できるよう、しっかりと

積極的に取り組んでほしいと思います。 

 また、より多くの保育士養成施設の卒業生が県内の保育所に就職していただけるよう、

県としても、保育士養成校と連携しながら取組を進めることを併せて要望します。 
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 次に、プロジェクト14の学び・教育についてです。 

 まず、消費者教育の推進についてですが、民法改正により、2022年４月には、成年年

齢が18歳に引き下げられ、今後、様々な影響が懸念されます。これから社会に出る若者

が悪質な消費者被害に遭って希望を失うことのないよう、教育現場と消費者行政が連携

を図りながら、生徒たちが自立した賢い消費者となれるよう取り組むべきと考えます。 

 また、教育の現場でも危機感を持って生徒が18歳となる高等学校だけでなく、未然防

止という観点から、小学校、中学校といった早い段階から計画的に学習効果が上がるよ

うな消費者教育を着実に進めることを要望いたします。 

 教員の働き方改革についてですが、将来の日本を支える子供たちに効果的な教育活動

を行うためには、現場の教員が働きやすい職場環境を整備することが必要不可欠と考え

ます。県教育委員会では、10月に教員の働き方改革に関する指針を策定しましたが、記

載された取組を着実に推進するとともに、今後、本県において神戸市で起きた教員間の

いじめ等の問題が決して起こることのないよう、しっかりと取り組むことも併せて要望

します。 

 次に、プロジェクト15の文化芸術についてです。 

 まず、伝統的な文化芸術の次代への継承についてですが、子供たちが伝統的な文化芸

術を見て体験できる場や発表できる場が必要であります。 

また、ワークショップに参加した子供たちが地域の伝統的文化芸術に興味を持ち、参

加しやすい場をつくり、一人でも多くの子供たちへ伝統的な文化芸術が継承されるよう

取組を進めることを要望します。 

 ラグビーワールドカップでの伝統的な文化継承に関しての課題を検証して、2020年の

オリンピック・パラリンピックで伝統的な文化芸術の継承が行われるよう取組を進める

ことを要望します。 

 次に、プロジェクト16のスポーツについてですが、ラグビーワールドカップが本県に

もたらした効果については、ラグビーワールドカップ2019日本大会は、大変な盛り上が

りを見せ、日本中がラグビーフィーバー一色となりました。本県においても横浜市とと

もに、決勝、準決勝を誘致するなど、今日までの取組を評価したいと思います。 

 今大会を振り返ると、試合会場はもとより、ファンゾーンやパブリックビューイング

会場も大盛況となっている状況から、日本人のスポーツの楽しみ方が、ただ観戦するだ

けでなく、共有する、支える、交流するなど、大きく変わってきたのではないかと感じ

ました。今後は、こうした盛り上がりを将来の神奈川のスポーツ推進につなげていくこ

とが大切であり、大会のレガシーにも通じてくるものではないかと考えます。 

 また、今回のラグビーワールドカップでは、本県も多額の開催関連経費を負担してい

ます。一過性のお祭りで終わらせることなく、大会のレガシーについては、県民に対し

て具体的に見える形になるよう、丹念に検証することを要望します。 
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 次に、プロジェクト17の雇用についてです。 

 就業支援の取組についてですが、一人一人が自らの能力を発揮し、働くことに希望の

持てる社会の実現が求められます。流れの速い社会の中で、コミュニケーション能力や

対人関係能力が低下している若者が社会人として自立して生きていくために必要な能力

や態度や、望ましい職業観を持ち、自分に合った職業を見つけ、この職業に必要な能力

を身につけ、この能力を生かした仕事を探すことができる力を育むためには、教育現場

との連携が必要ですので、今後も連携を図りながら、一人一人が輝きながら働ける神奈

川の実現に向けて、就業支援を行って充実していくことを要望いたします。 

 以上で本日の委員会で質疑いたしました、ひとのチカラに関する調査項目について、

意見、要望といたします。 

 

 [立憲民主党・民権クラブ]  

 立憲民主党・民権クラブを代表し、かながわグランドデザイン、プロジェクト12から

17までに関して、意見、要望いたします。 

 まずプロジェクト12についてです。 

 プロジェクト12の男女共同参画は、女性だけの問題ではなく、男性にもこのプロジェ

クトが成功するために重要な役割があると考えます。 

しかし、残念なことに、プロジェクトの指標には、男性の家庭や地域活動への参画の

指標がありません。プロジェクトのリード文にある男性中心型労働慣行や性別による役

割分担意識は依然と残っているという問題意識は、正しいと思いますが、指標において

女性にのみ目標設定を行い、男性に目標設定を行えないことは、問題があると考えます。 

今後は、プロジェクトのリード文に即し、それに基づく指標設定を行うこと、また、

現状分析は細かく行い、数値目標の達成には、根拠をもって施策を展開することを意見

申し上げます。 

 次に、プロジェクト13についてです。 

 プロジェクト13にある子ども・青少年の課題は、大変重要であることは言うまでもあ

りません。私は、今回の質疑を通じて、リード文にあるように少子化対策に資する指標

を策定する、あるいは、プロジェクト13の政策目標範囲を狭めて、リード文をそれに合

わせる必要があると考えます。 

 子ども・青少年の問題として、少子化対策は重要であると考えると、県は、そのこと

を正面に捉え、指標に取り入れ、問題解決の施策を展開することを意見申し上げます。 

 次にプロジェクト14についてです。 

 教育の効果を数値で把握する難しさの中で、生涯を通じたかながわの人づくりに資す

る指標を設定したことは、高く評価できます。目標達成のために様々な工夫を取り入れ

ながら、問題解決に取り組んでいただきたいと思います。 
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 しかし、指標の数値が客観性、正確性に耐えることができないものであるとしたなら

ば、プロジェクトそのものの達成が測かれないことになります。残念ながら県の行って

いる調査は、社会調査の基本原則に照らし合わせると、到底に客観性、正確性を担保で

きるものになっておりません。今すぐにアンケートのやり方を社会調査の基本原則に即

したものに直すことを、意見を申し上げます。 

 次に、プロジェクトの15についてです。 

 本プロジェクトにおいては、改正された文化芸術振興計画や年次報告を併せて読めば

様々な施策を展開し、特にＫＰＩに関しては、よく練られていると評価できます。 

しかし、指標に関して言えば、悪く言ってしまえば文化芸術施策におけるアウトカム

の在り方から逃げていると指摘せざるを得ません。人間は、万能ではありません。多少

のミスは、許されるべきです。また、問題に対して正面からぶつかって、結果、間違っ

たとしても、そのことに関しては、大目に見るというスタンスも重要です。 

 プロジェクト15文化芸術の狙いにある笑いあふれる社会の実現を後押しする、共生社

会に寄与する心豊かな県民生活の実現こそが本県の文化施策の特徴であり、そこに魅力

があると考えております。この特徴がどの程度達成されたのか測れる指標を、正面から

考えることを意見申し上げます。 

 次にプロジェクト16についてです。 

 ＫＰＩにおいては、様々な施策があり、神奈川県がスポーツ行政に力を入れているこ

とは、理解することが可能です。 

しかし、肝心のアウトプットである指標においては、県が何を目指しているのかなか

なか伝わってまいりません。定性的には、笑いあふれる生涯スポーツの実現と言ってい

るわけですから、それに資する神奈川県らしい指標を設定することを意見申し上げます。 

 最後にプロジェクト17についてです。 

 雇用は、そもそも経済のプロジェクトに入れるべきであると考えておりますが、今回

の質疑を通じて雇用を経済のエンジンでなく、ひとのチカラのプロジェクトと位置付け

た考え方については一定の理解をさせていただきました。ＫＰＩに取り上げている就業

支援の充実に向けて今後もしっかりと取り組み、様々な県民にとって快適な雇用環境を

つくっていただくよう意見を申し上げます。 

 以上、プロジェクト12から17までの意見発表になります。 

 

 [公明党]  

 公明党として意見発表を行います。 

 かながわグランドデザイン、プロジェクト編のひとのチカラでは、県立特別支援学校

については、自立と社会参加に向けた教育を進めるとの記載があります。今日の質疑で

は、県立特別支援学校の高等部知的障害教育部門の生徒の通学支援について、これまで
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の取組と今後の計画について伺ってきました。 

 抜本的な通学支援策の検討については、一つは、通学支援の配置によって路線バスで

の通学を支援する。二つ目が見守りの拡充、三つ目がスクールバスの運行体系の工夫、

また、増便の検討などの答弁がありました。 

 そして、抜本的な通学支援策の実施については、令和２年度から順次実施できるよう

調整しているができるだけ早く実施できるよう取り組んでいくとの答弁がありました。

学校まで送迎している保護者の皆さんにとっては負担が大変重くなっておりますので、

一日も早く抜本的な通学支援策を講じるよう強く要望して、意見発表といたします。 

 

 [かながわ県民・民主フォーラム]  

 かながわ県民・民主フォーラム県議団を代表して、本特別委員会で議題となりました、

かながわグランドデザイン第３期実施計画、プロジェクト編のひとのチカラについて、

意見を申し上げます。 

 グランドデザイン第３期実施計画は、かながわグランドデザイン基本構想の目標年次

である2025年の折り返しのタイミングの計画となります。長期的な総合計画全体をバッ

クキャスティングの思考で捉え、最終目標年次に向け施策を点検、策定する大切なタイ

ミングであると考えます。 

 そして、その施策の進捗管理をするのがプロジェクトに定められた指標であり、ＫＰ

Ｉであります。 

 それぞれのプロジェクトに掲げた目指す姿を実現するためには、様々な主体や様々な

施策との連携の強化が必要であり、目標の不断の見直しをしながら、それぞれの施策を

進めていくことと、目標値に満足することなく、より高みを目指した県政を実現するよ

うに求め、以下何点か具体的に申し上げます。 

 まず、プロジェクト13子ども・青少年中、支援を必要とする子どもを守る体制づくり

についてであります。 

 具体的な取組みの中で、様々な理由で家族とくらすことができない子どもが、家庭と

同様の環境で養育されるよう、里親センターを中心に里親の確保を推進するとあり、こ

のことは、子供にとって得がたい経験であり、里親委託を推進することは、有意義な事

業であると考えます。 

 ただ、子供との相性や里親サイドの状況などから、里親が成立するのは、なかなか難

しいことと思います。このことからも、より多くの里親登録が必要であることは、論を

待ちません。どうしたら里親になれるのか、また、里親になるとどのような支援がある

のかなどは、一般的には知られていないことから、制度の普及啓発をしっかりとするこ

とが里親登録の増加にもつながると考えます。是非このことに留意をして事業を推進す

るように求めます。 
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 次に、プロジェクト15文化芸術中、具体的な取組みにある文化資源を活用した地域づ

くりの推進についてであります。 

 文化芸術を創造するアーティストや団体を支えることが、ひいては、プロジェクトの

目指す姿であり、心豊かで活力ある地域の実現になると考えます。 

 後方支援や財政的支援など、県としての施策を用意していることは分かりましたが、

県立の社会教育施設の活用や専門員による支援なども、アーティストや団体にとって大

きな励みになると考えます。様々な県有資源を投入して、プロジェクトを進めるように

求めておきます。 

 次に、プロジェクト16スポーツ中、具体的な取組みにあるスポーツ活動を拡げる環境

づくりの推進についてであります。 

 美しい海岸線を有する神奈川県は、サーフィンやウインドサーフィン、セーリングな

どマリンスポーツの愛好家が全国的に見ても多い県であります。中でもサーフィンは、

今回オリンピック正式競技になり、大きな盛り上がりを見せるとともに、今後も愛好家

が増えるものと考えます。サーフィンは、年配者でも愛好家が多く、プロジェクトの目

指す、誰もが生涯にわたりスポーツに親しめる社会の実現ということにも直結するもの

と考えます。 

 本県の美しい海岸線を守り育むとともに、マリンスポーツを支える環境づくりにも注

力するように求めて意見といたします。 

 

 [県政会]  

 かながわグランドデザイン第３期実施計画の柱Ⅳひとのチカラについて、県政会神奈

川県議会議員団からは、外国人材の育成、活躍支援について、女性活躍推進の取組につ

いて、意見を申し上げます。 

 外国人材の育成、活躍支援については、特区制度を活用して家事支援外国人受入事業

がスタートして約２年半が過ぎました。 

 女性の活躍を推進する上でも、家事代行は、ニーズはあるものの、日本人の人材がな

かなか集まらないということもあり、今後も大いに期待するところであります。 

 現状の人手不足の状況や、今後ますます深刻化していく労働力人口の減少に対応して

いくためには、外国人労働者の活用を図っていくことが必要であり、そのためには、外

国人の方も含めて、お互いに認め合い、支え合う社会を実現していくことが求められる

と思います。 

 家事支援外国人受入事業の実施に当たっては、こうした認識に基づき、引き続きしっ

かりと進められることを要望いたします。 

 女性活躍推進の取組については、男性の意識改革が必要であると感じますか、男性の

無意識な思い込みにより、かえって男女間の距離も広がる可能性もあります。男女共同
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参画推進に当たっては、男女双方の意識改革が必要であり、性別にかかわらず、多様な

人材を生かし、その能力を最大限発揮できるよう引き続き取組を進めていただけるよう

要望いたします。 

 

 [共産党]  

 日本共産党として、かながわグランドデザイン調査特別委員会のプロジェクト編に関

する調査項目について、意見を述べます。 

 今回の特別委員会のテーマは、出産、子育て、教育、働き方、人権、男女共同参画な

ど、一生を通じて条件整備が求められる分野にかかわっていると思います。 

 一方で、条件整備を目指しているとはいえ、方策や手法としては、疑問を抱かざるを

得ないものもあります。質問時間の関係もあり、その要素、全てに言及することはでき

ませんでしたが、例えばプロジェクト14教育にかかわっては、不明な点も少なくありま

せん。生きる力を育むために、グローバル化に対応などと呼び掛けていますが、グロー

バル化を語る以前に、今の小学校、中学校、高校に見られるいじめ、登校できない状態、

また、退学などの具体的状況に対することが、より考えられなければなりません。 

 取り上げた問題にかかわっては、プロジェクト13、小児・周産期医療体制は、とても

大切なことだと思っています。 

長年問題とされている少子化対策の一つとしても、誰もが安心して子供を産み育てら

れる体制を整えることが大切です。制約条件も多いとは思いますが、体制整備に努めて

いただきたいと思います。 

 また、プロジェクト17、外国人就労にかかわっては、労働力提供の要請に応えるだけ

ではなく、労働条件整備に留意をしていただきたいと思います。 

外国人技能実習制度に見られるような人権無視や法規違反を繰り返してはなりません。

全体を通じて目新しい手法やテクニカルな対応に傾くことなく、条件整備を基本に据え

ることが必要だと考えています。 

 以上で、本日調査しましたプロジェクトにかかわる特別委員会の意見といたします。 
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第５回 柱Ⅴ まちづくり 

 

[自民党]  

 自由民主党神奈川県議団を代表しまして、当委員会で質疑いたしましたまちづくりに

関する調査項目について、意見、要望を申し上げます。 

 はじめに、プロジェクト18の地域活性化についてです。 

 人を呼び込む地域づくりについては、市町村の関係人口の創出の取組がまだまだ進ん

でいないと感じます。座間市の大凧まつりには、市外からも多くの若者が集まり、若い

世代が伝統文化、芸能におけるイベントの実施など、市町村の取組を後押しすることで

関係人口の創出の取組が大きく前進していると考えますので、ＫＰＩの達成に向けて引

き続き進めることを要望いたします。 

 次に、プロジェクト19の多文化共生についてです。 

 近年、生活圏内に外国籍の方が増えていると実感をいたします。また、本年４月の改

正入管難民法の施行により、外国籍県民が更に増加することが予想されます。 

一方、全国的に人手不足が深刻化する中、外国籍の方に神奈川県を選んでもらう取組

が重要です。そのためにも、外国籍の方を助っ人と考えるのではなく、共に地域で暮ら

す一員として捉えた社会づくりを進める必要があります。今後も、外国人と日本人が、

お互いを理解、認め合い、共に暮らす多文化理解を、イベント等を通じて促進するとと

もに、外国籍県民が安心して暮らせる地域をつくるための支援体制を引き続き構築する

ことを要望します。 

 次に、プロジェクト20の協働連携についてです。 

 人生100歳時代を迎え、誰もが充実した人生を送れるよう地域で活動する人を増やすこ

とが必要です。 

また、外国籍県民の増加など、社会課題、地域課題は、複雑化しています。地域活動

参加へのハードルを下げないよう、入門的な講座の設置や、現在余り取り上げられてい

ない課題への対応など、人生100歳時代に向けた誰もが活躍できる場づくり、学びの場と

なることを要望します。 

 次に、プロジェクト21の自然についてです。 

 里地里山の保全、活性化を図ることは、地域を守り、地域を活性化する上で大変重要

なことであり、里地里山は、次世代へ引き継いでいくべきものと考えます。そのために、

里地里山保全地域の選定をはじめ、連携の強化や情報発信を通じて、活動団体の支援、

県民の理解と参加の促進にしっかりと取り組むことを要望します。 

 また、県民の生活は、自然から得られる水の恵みに支えられており、中でも県土面積

の約４割を占め、水源涵養機能などの様々な公益的機能を有する森林を保全することは、

重要であります。引き続き計画的に水源林の整備を進めるとともに、間伐により切り倒
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した木の有効活用に取り組むことを要望します。 

 次に、プロジェクト22の環境についてです。 

 気候変動の影響による自然災害により、今後も県内に甚大な被害が発生し、県民の命

と生活に重大な影響をもたらす可能性があります。こうした危機感を県民や企業、市町

村などと共有するとともに、具体的には、河川整備や災害へのソフト対策を推進して、

持続可能な神奈川の実現を目指すとともに、各自治体と連携しながら気候変動問題への

対応に取り組むことを要望します。 

 また、海洋プラごみ問題が深刻化する中で、県が行ったプラごみゼロ宣言において具

体的な取組を展開する中、企業や県民など、多岐にわたってプラごみゼロの輪を広げて

いくことは、大変に重要です。 

 今後は、県として、プラごみゼロに向けた取組を具体的な行動計画として明確に示す

ことが必要だと考えます。一緒に取組を進めてくれる企業や県民を増やすためにも、今

以上に積極的な取組を進めることを要望します。 

 最後に、プロジェクト23の都市基盤についてです。 

 今後も、地震や台風による自然災害の発生など、様々な状況や課題もあると思います。 

しかし、地域経済の活性化と災害時における県民の安全・安心の確保のため、緊急輸

送道路指定を含む14カ所の路線は、計画期間である４年の間に供用できるよう、接続道

路を管理する市町ともしっかりと連携し、幹線道路ネットワークの整備にスピード感を

持って取り組んでいただくことを要望します。 

 以上で、本日の委員会で質疑いたしましたまちづくりに関する調査項目についての意

見発表といたします。 

 

[立憲民主党・民権クラブ]  

 立憲民主党・民権クラブを代表し、かながわグランドデザイン、プロジェクト18から

23までに関して意見発表をいたします。 

 まず、プロジェクト18についてです。 

プロジェクト18について、３点意見を申し上げます。 

 １点目は、地域活性化の手法は、横浜・川崎地区、湘南地区も検討することです。地

域活性化は、どの自治体にも重要な課題です。神奈川県下を幾つかの地区に分けて、神

奈川県として地区ごとの目標設定をすることが大切だと考えます。 

 ２点目は、地域の自立性を高める施策の更なる推進と、それを測る指標を検討するこ

とです。地域活性化には、様々な面がありますが、そして持続可能な経済の発展は、い

ざ外部状況が悪くなったときに、県民を守ることになります。そのことを意識するため

にも指標の設定は、必要であると考えます。 

 ３点目は、移住施策には、費用対効果を意識することです。政策費用を増やせば移住
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者が増えることは、ある意味当然です。しかし、使うことのできる全体の予算は、限り

があります。ですので、移住者１人を増やすのにどれくらいコストをかけることができ

るのか意識することは、大変重要なことであると考えます。 

 次に、プロジェクト19についてです。 

プロジェクト19について、３点意見を申し述べます。 

 １点目は、県民ニーズ調査の満足調査を指標にすることです。多文化共生における県

民ニーズ調査の結果は、県民ニーズは高いが、現状で満足していないということです。

このことを真摯に受け止めるためには、満足度調査こそ指標にすべきであると考えます。 

 ２点目は、当事者である外国籍県民を意識した施策と評価を行うことです。現在、県

では、外国籍県民会議を行い、当事者に寄り添い施策を進めていることは承知していま

す。会議から様々な提言に向き合うこと、また、会議そのものを後押しする取組も求め

てまいります。 

 ３点目は、県民に対して多文化共生イベントに参加しない人たちへの働き掛けを充実

させることです。多文化共生のイベントに参加する県民の皆さんは、この分野に関心の

あることは想像できます。むしろ、イベントに参加されなかった方々にこそ、県が行う

べき施策の対象者がいるのではないかと考えております。 

 次に、プロジェクト20についてです。 

 プロジェクト20について、２点意見を申し上げます。 

 １点目は、ＮＰОをもっと県民にとって身近な存在にすることです。ＮＰОの総数の

多いことは、本県の人口を考えると当たり前のことです。 

しかし、１万人当たりでのＮＰОの数で他の都道府県と比較すると、まだまだ本県に

おいては、ＮＰОが身近な存在と言えない状況です。本県の対応を求めます。 

 ２点目は、社会的投資を指標と位置付けることです。指標にすることの課題は、今回

の議論で理解させていただきました。 

しかし、本県と大学、企業、ＮＰОが連携し、様々な社会的な課題を解決することが

重要なのは、言うまでもありません。連携に関しては、まだまだやるべきことはありま

すが、既存の方法のみに頼ることは、できなくなってきていると感じております。社会

的投資を、比較的新しい考えを取り入れて、更なる協働連携の強化のための施策展開を

求めます。 

 次に、プロジェクト21についてです。 

 県民ニーズ調査の言葉の意味を知っている状態と、意味は知らないが、言葉は聞いた

ことがある状況は、全く異なるものです。言葉の意味を知っている割合こそ増やす目的

であり、そのことで、生物多様性における県の目標を達成できるのではないでしょうか。

選択肢の在り方も含めて検討することを求めます。 

 次に、プロジェクト22と23について、まとめて意見を申し上げます。 
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 グランドデザインにおける指標やＫＰＩといった行政計画の形式は、各施策の狙いや

達成度を端的に示すものでありますが、環境や都市基盤のプロジェクトには、なじまな

いと感じます。次回改定の際には、必ずしも形式や体裁にこだわることなく、各分野の

達成度が適切に測ることができ、かつ県民に対して全体の進捗が分かりやすく伝わるよ

うな行政計画にすることを求めます。 

 プロジェクト18から23までの意見発表は、以上になります。 

 

[公明党]  

 公明党として意見発表を行います。 

民間企業の包括協定について申し上げます。 

 １月下旬から２月上旬にかけて予定をしているトップミーティングについては、事前

に用意された筋書きに沿ってトップが発言するようなものではなく、その場で、いわゆ

る化学反応が起こるようなエキサイティングな場にしてもらいたいと考えます。 

更に、そこで出たアイデアが、その場限りではなく、具体的な事業、取組に発展させ

られるよう力を尽くしていただきたいと思います。 

 また、協定の見直しや新たな企業連携の動きについては、今回の棚卸しを行った結果

を発表などの形で、しっかりと見える化するよう要望して意見発表とします。 

 

[かながわ県民・民主フォーラム]  

 私からも本日議題となりましたかながわグランドデザイン第３期実施計画のプロジェ

クト、柱Ⅴまちづくりについて、意見を表明いたします。 

 本プロジェクトにあるように、まちづくりと言っても、地域活性化、多文化共生、都

市基盤の整備などなど多様であり、本県に住む920万人の県民の生み出す生活や活動全て

がまちづくりにつながっていると考えます。 

そして、その私たちの生活や活動の全ては、豊かな地球環境の恵みによって支えられ

ていることは言うに及びません。地球環境の気候変動の危機が指摘されている昨今、プ

ロジェクト22環境にある気候変動への対応や、脱炭素社会をいかに実現していくのかと

いうことが問われており、このことが、全てのまちづくりのベースになると考えます。

脱炭素社会の実現は、県の取組のみでは成し得ず、基礎自治体でもある市町村や企業、

ＮＰОなど、あらゆる主体と連携をし、温室効果ガスの削減に向けて、更なる取組を進

める必要性があります。 

国が2050年の脱炭素化ということを表明していない段階で、県として、国の先を行く

表明を行ったことからも、県自らが率先して取り組むとともに、市町村や企業などにも

呼び掛け、脱炭素社会の実現に向けて実効性ある取組を進めるように求めます。 

 また、本プロジェクトは、ＳＤＧｓと関連付けて整備をされています。国際社会全体
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の目標として、国連で、全会一致で採択された持続可能な開発目標、いわゆるＳＤＧｓ

は、裏を返せば、このままでは、世界は、持続不可能ということを意味しているのでは

ないでしょうか。ＳＤＧｓのゴールに向けて逆算して現在の行動を決めるという、バッ

クキャスティングの考え方に立って、本プロジェクトの進捗管理を徹底するように求め

ておきます。 

 次に、プロジェクト21にある自然、その中の都市のみどりの保全と活用についてであ

ります。都市部の緑は、私たちの生活に潤いを与えるにとどまらず、温暖化ガスの固定

化や生物の多様性などにも寄与しております。 

しかしながら、管理の行き届かない高木化した樹木が強風であおられて崖崩れを誘発

したり、倒木が県民財産を破壊するようなことも発生しています。県有緑地の維持管理

は、大きな負担となっていますが、勢力の強い台風が発生する昨今、国の負担について

も働き掛けを続け、適切な維持管理を行うように求めます。 

また、報告のあった県有緑地の維持管理への県民参加は、よい制度と評価できますの

で、一層の参加促進に向けて取り組むように求めて意見表明といたします。 

 

[県政会]  

 かながわグランドデザイン第３期実施計画の柱Ⅴまちづくりについて、県政会神奈川

県議会議員団からは、未病バレー、ビオトピアと多文化理解の推進について意見を申し

上げます。 

 未病バレー、ビオトピアについては、県西地域活性化の中核的な拠点として地元市町

の期待も大きいと思います。今後もにぎわいを継続するための取組を一層進めるととと

もに、ビオトピアのにぎわいが県西地域全体に波及するよう、回遊性を高める取組を、

株式会社ブルックスホールディングスをはじめ、市町や企業等と連携して進めていただ

きますよう要望いたします。 

 多文化理解の推進については、あーすフェスタやベトナムフェスタなどのイベントを

通じて、外国籍県民の文化をじかに知り、理解へとつなげていただきたいと思います。

そのためには、こうしたイベントの事前告知をしっかり行い、来場者数促進を図ってい

ただきますよう要望いたします。 

 また、地球市民かながわプラザについては、2022年度までに46万5,000人の利用者数を

ＫＰＩに掲げております。様々な企画展や、工夫を行うことで年々利用者数も増えてき

ているとのことですので、引き続き魅力ある企画をしていただき、目標達成に取り組ん

でいただきますよう要望いたします。 

 

[共産党]  

 共産党として、この特別委員会について意見を申し上げます。 
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 最初に、プロジェクト23にかかわってですが、窒素酸化物やＶОＣの排出削減が進ん

でいるにもかかわらず、光化学オキシダント濃度がなかなか低減しないという事情があ

ります。これについては、窒素酸化物の減少に比較してＶОＣの削減が不十分という指

摘もあります。このため、ＶОＣの更なる削減が課題となっていると思います。 

また、ＶОＣは、香りの害、香害をはじめとする化学物質過敏症との関連性を示す知

見もあります。これらの解明を含めて、引き続き可能な抑制のための取組を続けていた

だきたいと思います。 

 続きまして、次のプロジェクト22にかかわってですが、国土交通省の航空局は、新飛

行ルート周知のために、広告・広報用費用について、2014年から2018年の５年間で約10

億5,000万円程度を支出したとしています。 

また、2020年度の概算要求では、616億円を内数として計上、この広報費に関しては、

明示していませんが、これだけ莫大なお金を使っても、まだ地域の合意が得られていま

せん。先ほども言いましたように、品川区議会、渋谷区議会、港区議会などが、見直し

を求める意見書が相次いでいます。これは、この政策が、莫大なお金を費やしても住民

の暮らしと相入れないということを示しています。グランドデザインとして次世代に引

き継げる魅力にあふれた神奈川を実現しますとうたっているのであれば、重大なリスク

を負う、この計画を受け入れるべきではありません。 

また、グランドデザインでは、減災の項目が大きな柱となっていますが、減災は、自

然災害だけではありません。ですので、こういった危険な要素を受け入れるのではなく、

重ねて、この計画の受け入れ撤回を要望したいと思います。 
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第６回 付議事件「かながわグランドデザインについて」 

 

[自民党]  

 自由民主党神奈川県議団を代表しまして、当委員会で質疑いたしました、かながわグ

ランドデザインに関する調査項目について意見、要望を申し上げます。 

 かながわグランドデザイン実施計画は、黒岩知事の就任から１期、２期、そして今回

の３期とその任期と時間軸を合わせて今回の第３期実施計画が策定されたと承知してい

ます。第３期実施計画は、知事選挙が終わった４月中旬から６月までの短期間に、知事

の選挙公約の政策が盛り込まれたものでありますが、笑いや福祉先進県No.１といったス

ローガンが目立ち、計画性や予算の裏付けがないなど、行政的な観点に乏しいと感じま

す。総合計画審議会の答申にもあるように、成果に向けて着実に取り組むよう、県議会

と県が一つとなるよう、意思疎通をしっかりと図りながら、計画を進めることを要望し

ます。 

 次に、目玉施策として進められている事業について何点か意見を申し上げます。 

ヘルスケア・ニューフロンティアに関しては、県民の健康を促進し、健康寿命の延伸

を目指す施策については、一定の理解をするところであります。 

しかし、今後の景気、経済動向を予測してみると楽観視出来ないことから、県という

単体の自治体が多額の予算を投じて行うのであれば、県民の理解が図られるよう、医療

費の増減や、他都道府県との比較など効果を検証しながら事業を進めるべきであります。 

更には、今後の景気動向、社会変化を見据えながら、大きな潮目の変化にも対応出来

るよう施策を見直すことも念頭に、計画を進めていくことを要望いたします。 

 次に、スマートエネルギーについては、エネルギー政策は、何かをきっかけに急速に

進めるとか、どこかの自治体が突出して取り組むべきことではなく、我が国全体で息長

く確実に改善していく仕組みづくりが必要であります。福島の原発事故もあり、黒岩県

政の一丁目一番地とも言える太陽光発電の促進が、これまでの８年間を振り返ってみて

も、他の道府県と比べても特段進んでいるとは言い難いことから、予算の投入を再度検

討し、持続可能な施策とすることが重要であると考えます。 

 次に、さがみロボット産業特区についてですが、人口減少社会において、生活支援ロ

ボットの実用化や普及促進は、将来に向けての重要な取組であり、国の特区制度を活用

し、本県にさがみロボット産業特区を創設し、介護用ロボットの実証、商品化など、こ

れまでの県の取組など、理解いたしました。 

しかしながら、社会環境の変化や、ＡＩなどに代表される技術革新が顕著な現代社会

において、県が目指すロボットと共生する社会の実現や、特区への企業誘致策などの課

題については、あるいは、国が提唱するＳｏｃｉｅｔｙ５．０に向けた取組など、今後

の特区の在り方について、改めて議論をする時期に来ているのではないかと感じます。 



－33－ 

特区の指定は、来年度で２期目の中間点を迎えます。今後、３期目の指定を目指すの

か、もし目指すのならどのような考えで進めるのかなど、県としての方向性を検証し、

我々県議会と共に議論を深めた上で県民生活の向上や、企業の成長につながる取組とな

るよう、さがみロボット産業特区の将来性について、しっかりと検討していただくこと

を要望いたします。 

次に、マグカルについてですが、文化芸術によって地域の魅力づくりや、にぎわいの

創出を図ることは、大変重要な取組だと考えます。昨年のラグビーワールドカップに続

き、今年は、東京2020オリンピック・パラリンピックの開催が予定されており、内外か

ら本県に多くの人々が集まる絶好の機会です。地域の伝統芸能などを含む文化芸術によ

り、本県の魅力をアピールするために、市町村などとも連携し、しっかりと準備を進め

ていただくこと、そして、それが決して一過性でなく、2020年以降も、様々なコンテン

ツが地域に根付いていくような取組を要望します。 

また、文化芸術の分野における人材育成や、伝統芸能の継承者育成は、大きな課題で

す。文化芸術の道を目指す若者たちに、あらゆるチャンスが与えられるよう、県として

しっかり取り組むことを要望いたします。 

次に、風水害対策についてであります。昨年の台風15号、19号のような風水害被害が

今後も発生する可能性があることから、早期に対応出来るよう、今回の課題を把握し今

後に生かしていくことを要望します。 

そして、これからも増えるであろう風水害や、少子高齢化など自治体を取り巻く環境

は、今後大きく変化することが予想されます。かながわグランドデザインに位置付けら

れている、それぞれの事業を行うに当たっては、市町村が行っている良い事業を、広域

的な役割である県が旗振り役となって他の自治体に紹介し、市町村と連携し、積極的に

後押しをしていくことを要望いたします。 

 県が海外の国や国際機関と締結している覚書については、９年前の知事就任から現在

まで、33件の覚書を締結していることは承知しましたが、覚書を取り交わしたことに安

どし、その後の施策に反映されているのかは、疑問を呈するところであります。この覚

書をはじめ知事の発信するスローガンがパフォーマンスとならないよう、地に足の着い

た施策を着実に進めるべきです。 

また、知事が常々発揮する発信力は、ともすれば、衝動的とも取れる知事の動きとな

り、計画性をもって進めている県行政との間に乖離が生じているようにも感じますので、

知事と県職員が一枚岩となって施策を進めることを要望します。 

かながわグランドデザインは、県の屋台骨を支える重要な施策であることから、常に、

費用対効果、自治体の守備範囲といったことに照らし合わせながら、施策展開を行うこ

とを要望いたします。 

また、今後の経済情勢や県行財政の影響などの要因によって、見直しの必要が生じれ
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ば、計画に位置付けられた事業であっても、議会と議論を重ねながら、より良い県民生

活のために優先順位を見直すべきものであり、その際には、県民に対して、丁寧に説明

責任を果たしていくべきと考えます。  

以上で、本日の委員会で質疑いたしました、かながわグランドデザインに関する調査

項目について意見、要望といたします。 

 

[立憲民主党・民権クラブ]  

 立憲民主党・民権クラブを代表し、かながわグランドデザインに関する意見を発表い

たします。 

まず、本県を巡る計画外の対応についてです。 

昨今の神奈川県を巡る変化は、本県に大きな影響を与えております。新型コロナウイ

ルスの問題や、昨年度相次いだ台風被害など、計画外のことが発生しているのは、その

象徴です。これからもどのような計画外の事態が本県に振りかかるか分かりませんが、

計画外の対応こそ、県民の命を守ることに直結する重要な施策となってまいります。 

柔軟に、そして機敏に、前例なき事象に対して、今までのやり方にとらわれない対応

を求めます。 

次に、アンケート調査についてです。 

 県民に必要な行政サービスが、適切に行き届いているかを確認するために行っている

アンケート調査は、重要だと思います。 

しかし、客観性や正当性に問題がはらんでいるアンケート調査により、実態を把握し

ているとしたら、我々は、県民の思いを歪んだ形で捉えていることになり、大きな問題

です。必要に応じて担当部署がアンケートを作成することは、それでもいいのですが、

その調査が客観性や正当性に耐えられるものであるよう、チェックできるシステムを行

政側でも構築することを求めます。 

次に、地域活性化の指標についてです。 

地域創生の目指すものが地域の雇用を増やし、人口減に歯止めをかけることとするな

らば、指標として最適なのは、地域のＧＤＰの拡大、すなわちそこに住む県民の所得の

向上であります。現時点では、市町村単位で数値を把握できず、速報性にも問題があり、

現状のままでは、指標として扱うことには、多くの課題があることは、理解させていた

だきました。 

しかし、課題があるからやめるのではなく、どうすれば、その課題を解決できるのか

という思考発想が求められております。特に、今回質疑した地域活性化の指標としての

ＧＤＰは、国よりも地方こそが必要な数値であります。そうであるならば、神奈川県は、

他の地方自治体に率先して、この分野の研究を進めることを求めます。 

次に、プロジェクトの評価についてです。 
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第３期実施計画に掲げる指標とＫＰＩの数は、200を超えております。このことは、昨

今のＥＢＰＭ等のデータに基づいた政策形成の流れにおいては、神奈川県なら、当然こ

のぐらいは、やっていかなくてはならない水準と考えております。指標とＫＰＩ、そし

て主要施策の設定については、常に研さんを続けていただくことを、重ねて意見を申し

上げさせていただきます。 

そして今後は、実施計画の取組を評価するという、次のステージに移ってまいります。

ＰＤＣＡサイクルを回すという意味でも、この評価を適切に行い、絶えず施策のブラッ

シュアップを行う必要があります。今回の質疑で私は、プロジェクトの評価を行うに当

たり、客観性の確保、地域別の動向の把握、他県との比較、性質に応じた評価という４

点の視点を提示させていただきました。行政は、施策を考える際には、この４点の視点

は大変重要ですので、習慣として意識していただくことを求めます。 

最後に、行政の役割の重要性についてです。 

民主主義において、地方自治体は、選挙で選ばれた知事によって、政策的に統制され

るという側面は重要です。 

しかし、一方で誰が知事になっても、安定的かつ公平に県民にサービスを提供すると

いう行政としての役割も同じように重要であり、いのち輝く神奈川県をつくることに直

結してまいります。少子化や経済の失墜、それによる税収の減少など、全てが右肩上が

りといかない困難を抱えた時代だからこそ、行政の役割の重要性は、増していると考え

ます。 

皆様が選挙で選ばれた議員の政策的統制の下で、行政の普遍的役割を果たしていかな

ければなりませんが、我々は、行政の皆さんの仕事を議会のチェック機能を活用して、

これからも厳しくチェックしてまいります。と同時に、行政の役割の重要性を考えれば、

時には、いや、必要に応じて知事に対して、皆さんも苦言も呈していただきたい、その

ように思っております。行政のきょう持をもって、県民のために仕事を行うこと、最後

に意見を申し上げます。 

 

[公明党]  

 公明党として意見発表を行います。 

本特別委員会を通じて質問してきた内容を踏まえて、３点、意見、要望を申し上げま

す。 

 最初に、ヘルスイノベーションスクールについて申し上げます。 

以前にも本会議の質問において、同スクールについて問題提起をしたところでありま

すが、同スクールの運営には、大きな額が投じられていることから、費用対効果をしっ

かりと検証する必要があります。今後シンクタンクなどの活動を通じて、このスクール

の活動が、県民の方々に具体的なメリットをもたらすよう、そして、それがしっかりと



－36－ 

見える化されるよう、県は、大学と連携してしっかりと取組を進めていくことを要望い

たします。 

次に、県立特別支援学校高等部の知的障害教育部門の通学支援について申し上げます。 

質疑では、同部門の生徒の通学支援について、これまでの取組と今後の計画について

伺いました。答弁では、抜本的な通学支援策の検討については、一つ目、通学支援員の

廃止によって路線バスでの通学を支援、二つ目、見守りの方の拡充、三つ目、スクール

バスの運行体系の工夫、また、増便の検討などとの内容でありました。そして、抜本的

な通学支援策の実施については、令和２年度から順次実施できるよう調整をしているが、

できるだけ早く実施できるように取り組んでいくとのことでありました。学校まで送迎

している保護者の皆さんにとっては、負担が大変重くなっておりますので、一日も早く、

抜本的な通学支援策を行えるよう強く要望いたします。 

最後に、今日、質問させていただいた小児がんなどの治療に係る予防接種の再接種に

ついて申し上げます。 

今日の質疑では、県内12市町が既に助成を実施しているか、実施予定ということであ

ります。県においては、早急に助成制度を創設するとともに、県内で市町村全てが同様

の制度を設け、県民が不公平なく助成を受けられることができるよう、市町村に働き掛

けていくことを要望して、意見発表といたします。 

 

 [かながわ県民・民主フォーラム]  

 かながわ県民・民主フォーラム県議団を代表して、本特別委員会で議題となった、か

ながわグランドデザイン第３期実施計画について意見を申し上げてまいります。 

グランドデザイン第３期実施計画は、かながわグランドデザイン基本構想の目標年次

である2025年の、折り返しのタイミングの計画となります。 

長期的な総合計画全体を、バックキャスティングの思考で捉え、最終目標年次に向け

施策を点検、策定する大切なタイミングであると考えています。 

そして、その施策の進捗管理をするのがプロジェクトに定められた指標でありＫＰＩ

であります。それぞれのプロジェクトに掲げた目指す姿を実現するためには、様々な主

体や様々な施策との連携の強化が必要であり、不断の見直しをしながら、それぞれの施

策を進めていかなければなりません。 

また、長期的に見て、私たち自治体に起こりえる危機を察知して、今からいかに取り

組んでいくのかということも求められているのではないでしょうか。 

衝撃的だったのは、2014年、前岩手県知事であり総務大臣を務められた増田寛也氏が

座長を務める日本創生会議の報告です。2040年までに人口減少、少子高齢化などにより、

地域活力の低下、そして高齢化により医療・介護費が増加することなどにより、自治体

が当たり前のサービスを提供できなくなり消滅するというものであります。 
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本県においても九つもの自治体が消滅可能性都市として指摘されており、本県も本年

をもって人口減少局面に入る中にあって、自治体は、生き残りをかけた運営を迫られて

いると考えています。 

これまで以上に、県と市町村が連携して持続可能な自治体を実現しなければなりませ

ん。本計画にある健康、医療や経済政策に環境、教育、協働などにとどまらず、これま

でにない自治体運営が求められているのではないでしょうか。 

そして、異常が日常となりつつある昨今の気象、激甚化する風水害から県民を守るた

めの対策の拡充、見直しが必要であることは、論を待ちません。地球温暖化との相関性

が指摘され、温暖化ガスが原因であるのならば、地球の気候変動のトレンドは、今後も

続くことが予想されます。激甚化する風水害は、県政運営を更に難しくすることでしょ

う。 

私たちは、今だけでなく未来に対しても責任を持った行政運営を進めなければなりま

せん。自治体を取り巻く環境が日々変化する中にあって、グランドデザイン実施計画も

策定して終わりではなく、日々見直しを重ね、基本構想の目標に達するようにしなけれ

ばならないことを指摘しておきます。 

最後に本プロジェクトは、ＳＤＧｓと関連付けて整理をされております。 

国際社会全体の目標として、国連で、全会一致で採択された持続可能な開発目標、い

わゆるＳＤＧｓは、裏を返せばこのままでは、世界は、持続発展不可能であるというこ

とを意味しているのではないでしょうか。 

世界は、地域の集合体であります。地域が変われば世界も変わる。世界規模で物事を

考え、自らの地域で活動する、神奈川発の持続発展可能な地域づくりが世界をも変える

原動力になればと考えます。 

ＳＤＧｓのゴールに向けて逆算して現在の行動を決める、バックキャスティングの考

え方に立ち、プロジェクトの不断の見直しと進捗管理を徹底し、持続可能な県政運営を

進め、県民福祉の向上に努めるように求めて意見といたします。 

 

[県政会]  

 かながわグランドデザイン第３期実施計画について、県政会神奈川県議会議員団から

は、かながわグランドデザインとＳＤＧｓについて要望いたします。 

 本県では、かながわグランドデザイン基本構想の基本理念に、いのち輝くマグネット

神奈川を掲げて、様々な施策を推進しておりますが、その取組は、ＳＤＧｓの理念と軌

を一にするものとし、かながわグランドデザイン実施計画を着実に推進することで、世

界が目指す、持続可能な社会の実現にも貢献することとしております。 

ＳＤＧｓを軸に、かながわグランドデザイン第３期実施計画を策定したことについて

は高く評価いたしますが、県民ニーズ調査では、18.5％の認知度にとどまっており、十
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分に県民に浸透しているとは言い難い状態にあります。 

一方で、性別、年代別では、男性や若い世代の方々の認知度が高いため、ＳＤＧｓを

きっかけに、県の取組に関心を持っていただくことも可能だと思います。 

また、ＳＤＧｓを知らない方々に向けては、身近な取組がＳＤＧｓにつながっている

ということを知っていただき、2022年には、多くの県民がＳＤＧｓを自分事として捉え

られるよう、取組を進めていただきますよう要望いたします。 

 

 [共産党]  

 日本共産党から、グランドデザイン第３期実施計画について、意見、要望を申し上げ

ます。 

 一つ目は、文字通りグランドデザインに掲げた、地域に根差した医療、身近な地域で

質の高い医療、安心して受けられる医療を目指すのであれば、公立・公的医療の再編構

想に組みすることなく、地域の実態に寄り添うことが必要です。地域医療介護総合確保

基金もその方向で活用することを求めます。 

二つ目に、スポーツ基本法の精神を踏まえ、また、グランドデザインに掲げた、誰で

も、いつでも、どこでもスポーツに親しめる社会の実現を目指して、スポーツセンター

の値上げをやめることを求めます。新しい施設が誰にでも使えるよう、仕組みをつくっ

ていただきたいというふうに思います。 

また、総合型クラブというハードルを押し付けることなく、住民要望に応え、実態に

あったスポーツ推進策に取り組むことを強く求めます。 

また、体育館の開放など、引き続き場所の確保は求められていますので、努力をして

いただきたいと思います。 

最後に、12月５日の発言以降、記者会見、家族への説明会など回を重ねるごとに、知

事の発言の迷走の度合いは深まっています。次々と食い違いも生じています。後付けの

説明で、県民、利用者、職員など翻弄するのは、やめるべきです。知事発言は撤回し、

グランドデザインにも掲げた、真に園の再生につながる方法を探ることを求めます。 


